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 法令及び当社定款第 14条の規程に基づき、第 53回定時株主総会

招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、インターネット上の当

社ウェブサイト（https://www.the-fuji.com）に掲載することによ

り、当該添付書類から記載を省略した事項は次のとおりであります。 

 

（１）連 結 注 記 表       １～９頁 

（２）個 別 注 記 表       10～17頁 
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連 結 注 記 表 

 

[連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等] 

1.連結の範囲に関する事項 

 (1)連結子会社の数 11社 

   株式会社フジデリカ・クオリティ    株式会社西南企画 

   株式会社フジファミリーフーズ     株式会社フジ・カードサービス 

   フジ・ＴＳＵＴＡＹＡ・エンターテイメント株式会社 

   株式会社フジマート          株式会社フジマート四国 

   株式会社フジ・スポーツ＆フィットネス 株式会社フジ・アグリフーズ 

   株式会社フジセキュリティ       株式会社フジ・トラベル・サービス 

    

 (2)主要な非連結子会社の名称 

   株式会社フジモータース 

   連結の範囲から除いた理由 

    非連結子会社７社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純

損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算

書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲に含めていません。 

 

2.持分法の適用に関する事項 

 (1)持分法適用関連会社の数 １社 

   株式会社レデイ薬局 

 

 (2)持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称 

   株式会社フジモータース 

   持分法を適用しない理由 

    持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外して

います。 

 

3.連結子会社の事業年度等に関する事項 

   連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しています。 

 

4.会計方針に関する事項 

 (1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

   ①有価証券 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

      決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処
理し、売却原価は移動平均法により算定しています。） 

     時価のないもの 

      移動平均法に基づく原価法 
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   ②たな卸資産 

    商品 

     評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定)によっています。 

一 般 商 品  売価還元平均原価法 

自 社 加 工 商 品  個別法 

生 鮮 商 品  最終仕入原価法 

 

 (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   ①有形固定資産（リース資産を除く） 

     定率法によっています。ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月
１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっています。 

    なお、株式会社西南企画は、建物（建物附属設備を除く）以外の有形固定資産に
ついても定額法によっています。 

     採用している主な耐用年数は以下のとおりです。 

        建   物 ３～39年 

        そ の 他 ３～20年 

     また、取得価額が10万円以上20万円未満の減価償却資産については、３年間で均

等償却をしています。 

②無形固定資産（リース資産を除く） 

     定額法によっています。 

     なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっています。 

   ③リース資産 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証がある場合は当該金額）と

する定額法によっています。 

     なお、リース取引開始日が2009年２月28日以前の所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっていま

す。 
 
 (3)重要な引当金の計上基準 

   ①貸倒引当金 

     債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
また、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能
見込額を計上しています。 

   ②賞与引当金 

     従業員に対する賞与の支払いに備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計

年度の負担額を計上しています。 

   ③商品券回収損引当金 

     当社が発行している商品券の未回収分について、一定期間経過後に収益計上した

ものに対する将来の回収により発生する損失に備えるため、将来の回収見込額を計

上しています。 

   ④役員退職慰労引当金 

     役員に対する退職慰労金の支払いに備えるため、支給内規に基づく連結会計年度

末要支給額を計上しています。 

⑤役員株式給付引当金 

     株式報酬制度に基づく役員に対する株式の給付に備えるため、当連結会計年度末

における株式給付債務の見込額を計上しています。 
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⑥利息返還損失引当金 

     将来の利息返還の請求に備えるため、過去の返還実績等を勘案した必要額を計上

しています。 

   ⑦投資等損失引当金 

     関係会社への投資等に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態等を勘案し、
必要と認められる額を計上しています。 

 
 (4)退職給付に係る会計処理の方法 

   ①退職給付見込額の期間帰属方法 

     退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に

帰属させる方法については、給付算定式基準によっています。 

   ②数理計算上の差異の費用処理方法 

     数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処理しています。 

   ③小規模企業等における簡便法の採用 

     一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に簡便法を適

用しています。 
  

(5)のれんの償却方法及び償却期間 

   のれんの償却については、５年間で均等償却しています。 
 
 (6)その他連結計算書類の作成のための重要な事項 

   消費税等の処理方法 

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。 
 

（表示方法の変更） 

連結貸借対照表 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第 28 号 平成 30 年２

月 16日）等を当連結会計年度から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の

区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しています。 
 
（追加情報） 

役員向け株式交付信託 

当社は、2017年５月18日開催の第50回定時株主総会決議に基づき、2017年７月10日よ

り、当社取締役（社外取締役及び非常勤取締役を除く。)及び監査役（非常勤監査役を

除く。）（以下「取締役等」という。）に対する株式報酬制度（以下「本制度」という。）

を導入しています。 
  
(1) 取引の概要 

本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託が当社株式を取得

し、当社が各取締役等に付与するポイントの数に相当する数の当社株式が信託

を通じて各取締役等に対して交付されるという、株式報酬制度です。また、取締

役等が当社株式の交付を受ける時期は、原則として取締役等の退任時です。 
  
(2) 信託に残存する自社の株式 

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）

により、純資産の部に自己株式として計上しています。当連結会計年度末の当該

自己株式の帳簿価額及び株式数は、203百万円、88,250株です。 
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[連結貸借対照表に関する注記] 

1.有形固定資産の減価償却累計額  101,993 百万円 
 
2.担保に供している資産及び担保に係る債務 
 (1)担保に供している資産 建 物 5,460 百万円 
 土 地 12,271 百万円 

 計 17,732 百万円 
 
 (2)担保に係る債務 短 期 借 入 金 900 百万円 
 長 期 借 入 金 22,838 百万円 
 （１年内返済予定の長期借入金を含む） 

 計 23,738 百万円 
 
3.保証債務 
   商品購入代金に対する保証債務 株式会社フジモータース 84 百万円 
 
[連結株主資本等変動計算書に関する注記] 
1.発行済株式の種類及び総数に関する事項 

(単位：株) 
 
株 式 の 種 類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末 

普 通 株 式 38,291,560 ― ― 38,291,560 

 
2.配当に関する事項 
 (1)配当金支払額 
 

決      議 株式の種類 配当金の総額 
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日 

2 0 1 9 年 ５ 月 1 6 日 
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 382 10.00 2019年２月28日 2019年５月17日 

2 0 1 9 年 1 0 月 ７ 日 
取 締 役 会 普 通 株 式 382 10.00 2019年８月31日 2019年11月15日 

計  765    

（注）１．2019年５月16日定時株主総会決議による配当金の総額には、「役員向け株式交付信託」の信

託財産として日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）が保有する当社株式

40,000株に対する配当金が含まれています。 

   ２．2019年10月７日取締役会決議による配当金の総額には、「役員向け株式交付信託」の信託財

産として日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）が保有する当社株式38,250

株に対する配当金が含まれています。 

 
(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度と

なるもの 
   2020年５月21日開催の定時株主総会において、次のとおり付議します。 
 
株 式 の 種 類 配当の原資 配当金の総額 

(百万円) 
１株当たり 
配当額(円) 基   準   日 効 力 発 生 日 

普 通 株 式 利益剰余金 382 10.00 2020年２月29日 2020年５月22日 

（注） 配当金の総額には、「役員向け株式交付信託」の信託財産として日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口）が保有する当社株式88,250株に対する配当金が含まれています。 
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[金融商品に関する注記] 

1.金融商品の状況に関する事項 

 (1)金融商品に対する取組方針 

    当社グループは、主に小売及び小売周辺事業を行うための設備資金計画に基づいて、

必要な資金を主に銀行借入により調達しています。一時的な余剰資金は短期的な安全

性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達していま

す。 

 

 (2)金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク 

    営業債権である受取手形、売掛金及び営業貸付金は、顧客の信用リスクに晒されて

います。 

    投資有価証券である株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価

格の変動リスクに晒されています。 

    長期貸付金、差入保証金及び建設協力金は、主に店舗の土地・建物の賃貸借契約に

係るものであり、貸付先の信用リスクに晒されています。 

    営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが３か月以内の支払期日です。 

    長期借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものです。 

    長期預り保証金は、主に店舗に入居しているテナントからの預り敷金及び建設協力

金です。 

 

 (3)金融商品に係るリスク管理体制 

   ①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

    当社は、営業債権及び差入保証金等について、主要な取引先の信用状況のモニタリ

ングにより期日、残高を管理しています。 

   ②市場リスク（金利等の変動リスク）の管理 

    当社は、借入金に係る支払金利の変動リスクを回避するために、主に固定金利で資

金調達を行っています。 

    投資有価証券については、上場株式に関して月次で時価の把握を行っています。 

    デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規定に従って行

うこととしています。 

   ③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管

理 

    当社は、財務部が定期的に資金繰計画を作成・更新するとともに、手元流動性の

維持により流動性リスクを管理しています。 
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2.金融商品の時価等に関する事項 

  2020年２月29日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含

めていません（(注)2.参照）。 
（単位：百万円） 

 
連結貸借対照表 

計上額 
時価 差額  

(1)現金及び預金 10,585 10,585 ― 

(2)受取手形及び売掛金 3,240   

   貸倒引当金（※） △36   

 3,203 3,203 ― 

(3)営業貸付金 548   

   貸倒引当金（※） △29   

 519 507 △11 

(4)投資有価証券    

  その他有価証券 11,048 11,048 ― 

(5)長期貸付金 193 199 6 

(6)差入保証金 9,684 9,741 56 

(7)建設協力金 4,230 4,587 357 

資産計 39,464 39,873 408 

(1)支払手形及び買掛金 17,935 17,935 ― 

(2)短期借入金 900 900 ― 

(3)未払金 8,380 8,380 ― 

(4)未払法人税等 1,300 1,300 ― 

(5)長期借入金 

（１年内返済予定分含む） 
26,287 26,432 144 

(6)長期預り保証金 9,048 9,119 71 

負債計 63,852 64,068 215 

   （※）売掛金及び営業貸付金は、それぞれに対応する貸倒引当金を控除しています。 

 

(注) 1. 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

     資 産 

     （1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金 

       これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっています。なお、売掛金については、貸倒引当金を控除しています。 

     （3)営業貸付金 

       営業貸付金の時価の算定については、元利金の合計額を同様に新規貸付けを行った場合に

想定される利率で割り引いて算定した金額から、貸倒引当金を控除しています。 

     （4)投資有価証券 

       投資有価証券の時価の算定については、株式等は取引所の価格によっています。 

     （5)長期貸付金、(6)差入保証金、(7)建設協力金 

       これらの時価の算定については、一定の期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・フロー

を国債利回り等適切な指標で割り引いた現在価値により算定しています。 
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     負 債 

     （1)支払手形及び買掛金、(2)短期借入金、(3)未払金、(4)未払法人税等 

       これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっています。 

     （5)長期借入金（１年内返済予定分含む） 

       長期借入金の時価の算定については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想

定される利率で割り引いて算定する方法によっています。 

     （6)長期預り保証金 

       長期預り保証金の時価の算定については、一定の期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・

フローを国債利回り等適切な指標で割り引いた現在価値により算定しています。 

 

2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

（単位：百万円） 

区分 連結貸借対照表計上額 

非上場株式 6,725 

     上記については、市場価額がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時

価を把握することが極めて困難と認められるため、「(4)投資有価証券」には含めていません。 

 

3. 金銭債権の連結決算日後の償還予定額 

（単位：百万円） 

 1年以内 
1年超 

5年以内 

5年超 

10年以内 
10年超 

預金 8,493 ― ― ― 

受取手形及び売掛金 3,240 ― ― ― 

営業貸付金 280 266 1 ― 

長期貸付金 22 67 52 50 

建設協力金 574 2,188 1,375 312 

合計 12,611 2,523 1,429 363 

 

4. 長期借入金の連結決算日後の返済予定額 

（単位：百万円） 

 １年以内 
1年超 

2年以内 

2年超 

3年以内 

3年超 

4年以内 

4年超 

5年以内 
5年超 

長期借入金 
（１年内返済 
予定分含む） 

7,048 6,149 4,782 3,769 2,621 1,915 
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[賃貸等不動産に関する注記] 

賃貸等不動産の状況及び時価に関する事項 

1.賃貸等不動産の概要 

  当社グループは、愛媛県、広島県及びその他の地域において、賃貸用の商業施設等を有

しています。 

  なお、賃貸用商業施設等の一部については、当社及び一部の連結子会社が使用している

ため、賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産としています。 

 

2.賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並びに決算

日における時価及び当該時価の算定方法 

（単位:百万円） 

 連結貸借対照表計上額 
当連結会計 
年度末の時価  当連結会計 

年度期首残高 
当連結会計 
年度増減額 

当連結会計 
年度末残高 

賃貸等不動産 3,170 2,223 5,393 5,049 

賃貸等不動産として使用

される部分を含む不動産 
44,718 △1,693 43,024 41,991 

(注)1. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額です。 

  2. 賃貸等不動産の当連結会計年度増減額のうち主な増加額は不動産の取得（3,571百万円）であり、

主な減少額は土地の売却（1,262百万円）、減価償却費（84百万円）です。 

  3. 賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産の当連結会計年度増減額のうち主な増加額は不

動産の取得（1,206百万円）、リース資産の増加（221百万円）であり、主な減少額は、減価償却費

（2,610百万円）、減損損失（472百万円）です。 

  4. 当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指

標等を用いて調整を行ったものを含む。）です。 

 

  また、賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する
2020年２月期における損益は次のとおりです。 

（単位：百万円） 

  賃貸収益 賃貸費用 差額 その他損益 

賃貸等不動産 278 120 158 － 

賃貸等不動産として使用

される部分を含む不動産 
82,454 72,013 10,440 △193 

(注)1. 賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産は、当社及び一部の連結子会

社が使用している部分を含むため、当該部分の賃貸収益は、計上していません。 

    なお、当該不動産に係る費用（減価償却費、修繕費、保険料、租税公課等）については、賃貸費用

に含めています。 

  2. 賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産の「その他損益」欄の金額は、減損損失等によ

るものです。 
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[１株当たり情報に関する注記] 

1.１株当たり純資産額 2,307 円 38銭  

2.１株当たり当期純利益 137 円 16銭 

(注) 株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり純資産額

の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めており、また、１株当たり当期純利益

の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めています。 

   １株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は88,250株です。また、１株当た

り当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、当連結会計年度55,643株です。 

 

[重要な後発事象に関する注記] 

 該当事項はありません。 
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個 別 注 記 表 
 

[重要な会計方針に係る事項に関する注記] 

1.資産の評価基準及び評価方法 

 (1)有価証券 

   子会社株式及び関連会社株式 

    移動平均法に基づく原価法 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定しています。） 

    時価のないもの 

     移動平均法に基づく原価法 

 

 (2)たな卸資産 

   商品 

    評価基準は原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定)によっています。 

一 般 商 品  売価還元平均原価法 

自 社 加 工 商 品  個別法 

生 鮮 商 品  最終仕入原価法 

 

2.固定資産の減価償却の方法 

 (1)有形固定資産（リース資産を除く） 

    定率法によっています。ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１
日以後に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっています。 

   採用している主な耐用年数は以下のとおりです。  

        建   物 ３～39年 

        そ の 他 ３～20年 

    また、取得価額が10万円以上20万円未満の減価償却資産については、３年間で均等

償却をしています。 

  

 (2)無形固定資産（リース資産を除く） 

    定額法によっています。 

    なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法によっています。 

    また、のれんについては、５年間で均等償却しています。 

 

(3)リース資産 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証がある場合は当該金額）とす

る定額法によっています。 

    なお、リース取引開始日が2009年２月28日以前の所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 
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3.引当金の計上基準 

 (1)貸倒引当金 

    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、ま
た、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しています。 

 (2)賞与引当金 

    従業員に対する賞与の支払いに備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の

負担額を計上しています。 

 (3)商品券回収損引当金 

    当社が発行している商品券の未回収分について、一定期間経過後に収益計上したも

のに対する将来の回収により発生する損失に備えるため、将来の回収見込額を計上し

ています。 

 (4)退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しています。 

   ①退職給付見込額の期間帰属方法 

     退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属

させる方法については、給付算定式基準によっています。 

   ②数理計算上の差異の費用処理方法 

     数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から

費用処理しています。 

(5)役員株式給付引当金 

    株式報酬制度に基づく役員に対する株式の給付に備えるため、当事業年度末におけ

る株式給付債務の見込額を計上しています。 

  (6)利息返還損失引当金 

    将来の利息返還の請求に備えるため、過去の返還実績等を勘案した必要額を計上し

ています。 

 (7)関係会社投資等損失引当金 

    関係会社への投資等に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態等を勘案し、必

要と認められる額を計上しています。 

 

4.その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

 (1)退職給付に係る会計処理 

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけ

る会計処理の方法と異なっています。 

 (2)消費税等の処理方法 

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。 
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（表示方法の変更） 

貸借対照表 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第 28 号 平成 30 年２

月 16日）等を当事業年度から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分

に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しています。 

 

（追加情報） 

役員向け株式交付信託 

当社は、2017年５月18日開催の第50回定時株主総会決議に基づき、2017年７月10日よ

り、当社取締役（社外取締役及び非常勤取締役を除く。)及び監査役（非常勤監査役を

除く。）（以下「取締役等」という。）に対する株式報酬制度（以下「本制度」という。）

を導入しています。 

  

(1) 取引の概要 

本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託が当社株式を取得

し、当社が各取締役等に付与するポイントの数に相当する数の当社株式が信託

を通じて各取締役等に対して交付されるという、株式報酬制度です。また、取締

役等が当社株式の交付を受ける時期は、原則として取締役等の退任時です。 

  

(2) 信託に残存する自社の株式 

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）

により、純資産の部に自己株式として計上しています。当事業年度末の当該自己

株式の帳簿価額及び株式数は、203百万円、88,250株です。 
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 [貸借対照表に関する注記] 

1.関係会社に対する金銭債権債務 短 期 金 銭 債 権 4,173 百万円 
 長 期 金 銭 債 権 5,372 百万円 
 短 期 金 銭 債 務 6,574 百万円 
 長 期 金 銭 債 務 318 百万円 
   

2.有形固定資産の減価償却累計額  87,653 百万円 
 
3.担保に供している資産及び担保に係る債務 
 (1)担保に供している資産 建 物 3,572 百万円 
 土 地 11,819 百万円 

 計 15,391 百万円 
 

 

 (2)担保に係る債務 短 期 借 入 金 900 百万円 
 長 期 借 入 金 21,998 百万円 
 （１年内返済予定の長期借入金を含む） 

 計 22,898 百万円 
 
4.保証債務 
 (1)銀行借入金に対する保証債務 株式会社フジデリカ・クオリティ 839 百万円 
 
 
 (2)商品購入代金に対する保証債務 株式会社フジ・トラベル・サービス 

株式会社フジモータース 

129 百万円 
84 百万円 

     計 214 百万円 

 
 
[損益計算書に関する注記] 
関係会社との取引高 
 (1)営業取引 売 上 高 33,878 百万円 
 不 動 産 賃 貸 収 入 2,194 百万円 
 その他の営業収入 621 百万円 
 仕 入 高 43,273 百万円 
 販売費及び一般管理費 6,537 百万円 
   

 (2)営業取引以外の取引  8,406 百万円 
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[株主資本等変動計算書に関する注記] 

自己株式の種類及び数に関する事項 
(単位：株)  

株 式 の 種 類 当事業年度期首 増    加 減    少 当 事 業 年 度 末 

普 通 株 式 
63,378  

(40,000) 

50,252  

(50,000) 

1,750  

(1,750) 

111,880  

(88,250) 

（注）（  ）内は内書きで、役員向け株式交付信託による自己株式数です。 

 

[税効果会計に関する注記] 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産  

 賞与引当金 170 百万円 

 未払事業税等 

 未払不動産取得税 

107 百万円 

5 百万円 

 商品券回収損引当金 36 百万円 

 退職給付引当金 73 百万円 

 役員株式給付引当金 40 百万円 

 利息返還損失引当金 194 百万円 

 関係会社投資等損失引当金 165 百万円 

 減損損失累計額 2,396 百万円 

 資産除去債務 1,180 百万円 

 投資有価証券評価損 229 百万円 

 建設協力金 82 百万円 

 長期前受収益 17 百万円 

 その他 690 百万円 

繰延税金資産小計 5,391 百万円 

 評価性引当額 △2,756 百万円 

繰延税金資産合計 2,635 百万円 

繰延税金負債  

 資産除去債務に対応する除去費用 597 百万円 

特別償却積立金  0 百万円 

 固定資産圧縮積立金 103 百万円 

 その他有価証券評価差額金 399 百万円 

 長期預り金 6 百万円 

 長期前払費用  250 百万円 

繰延税金負債合計 1,356 百万円 

繰延税金資産の純額 1,278 百万円 
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[リースにより使用する固定資産に関する注記] 

  貸借対照表に計上した固定資産のほか、店舗施設等を所有権移転外ファイナンス・リー
ス契約により使用しています。 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、企業会計基準第

13号「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開始前のリース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりです。 

 

1.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残
高相当額 

(単位：百万円) 
 

 取得価額相当額 減価償却累計額 
相   当   額 

減損損失累計額 
相   当   額 期末残高相当額 

建 物 11,595 8,069 3,008 516 

 

2.未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損勘定期末残高 
 (1)未経過リース料期末残高相当額 １ 年 以 内 652 百万円 
 １  年  超 4,757 百万円 

    計 5,410 百万円 
   
 (2)リース資産減損勘定期末残高  2,414 百万円 
 
3.支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減
損損失 

  支払リース料 1,104 百万円 
  リース資産減損勘定の取崩額 328 百万円 
  減価償却費相当額 117 百万円 
  支払利息相当額 492 百万円 
  減損損失 134 百万円 
 
4.減価償却費相当額の算定方法 
  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。 
 

5.利息相当額の算定方法 
  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配
分方法については利息法によっています。 

 
6.オペレーティング・リース取引 
 （借主側） 
  オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 
 １ 年 以 内 366 百万円 
 １  年  超 2,665 百万円 

    計 3,032 百万円 
 （貸主側） 
  オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 
 １ 年 以 内 81 百万円 
 １  年  超 460 百万円 

    計 542 百万円 
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[関連当事者との取引に関する注記] 
1.親会社及び法人主要株主等 

(単位：百万円) 

種類 
会社等 
の名称 

所在地 資 本 金 
事業の 
内容 

議決権等 

の所有(被 
所有)割合 

関連当事

者との関
係 

取引の 
内容 

取引 
金額 

科 目 
期末 
残高 

その他

の関係

会社 

イオン 

株式会社 

千葉県 

千葉市 

220,007 純粋持

株会社 

 

(被所有) 

直接 

15.0％ 

  ― 株式の購入 

(注) 

6,984 

 

投資有価証券 5,960 

 

(注) イオン株式会社から購入したマックスバリュ西日本株式会社の株式の単価は、購入日の株価に基づ
いて決定しています。 

 

2.子会社及び関連会社等 
(単位：百万円) 

種類 
会社等 
の名称 

所在地 資 本 金 
事業の 
内容 

議決権等 

の所有(被 
所有)割合 

関 連 当 事

者 と の 関
係 

取引の 
内容 

取引 
金額 

科 目 
期末 
残高 

子会社 株式会社 

フジ・カ

ードサー

ビス 

愛媛県 

松山市 

150 クレジッ

トカード

事業 

（所有） 

直接 

100％ 

役員の 

兼任 

クレジット

・電子マネ

ー 業 務 委

託 

資金の 

借入 

 

 

クレジット・

電子マネー

手数料 

(注)1 

資金の借入 

（純額） 

(注)2 

利息の支払 

 

 

780 

 

 

 

△400 

  

 

2 

 

 

未 払 金 

 

 

 

短期借入金 

 

 

1,048 

 

 

 

400 

子会社 株式会社 

西南企画 

愛媛県 

松山市 

50 不動産 

賃貸業 

（所有） 

直接 

100％ 

不動産の 

賃借 

資金の 

貸付 

不動産の 

賃借(注)3 

資金の貸付 

（純額） 

(注)4 

利息の受取 

797 

 

162 

 

 

23 

差入保証金 

建設協力金 

短期貸付金 

長期貸付金 

566 

1,076 

400 

2,090 

子会社 株式会社 

フジデリ

カ・クオ

リティ 

愛媛県 

松山市 

44 食品製 

造・加 

工販売 

業 

（所有） 

直接 

95.5％ 

間接 

4.5％ 

役員の 

兼任 

商品の 

仕入 

資金の 

借入 

 

 

 

 

商品の仕入 

(注)5 

資金の借入 

（純額） 

(注)2 

利息の支払 

 

 

13,730 

 

△500 

 

 

4 

 

 

買 掛 金 

 

短期借入金 

 

 

 

1,139 

 

1,200 

 

 
(注) 1. 株式会社フジ・カードサービスのクレジット・電子マネー手数料は、契約等に基づき双方協議

の上、決定しています。 
   2. 資金の借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しています。 

3. 株式会社西南企画へ支払う賃料は、近隣の実勢価格を勘案して合理的に決定しています。 
4. 株式会社西南企画への資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定してい 

ます。  

5. 株式会社フジデリカ・クオリティの商品の仕入の取引価格の算定は、契約等に基づき双方協議 
     の上、決定しています。 
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[１株当たり情報に関する注記] 

1.１株当たり純資産額 2,031 円 41銭 

2.１株当たり当期純利益 100 円 35銭 

(注)株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり純資産額

の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めており、また、１株当たり当期純利益

の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めています。 

１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は88,250株です。また、１株当た

り当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、当事業年度55,643株です。 

 

［重要な後発事象に関する注記］ 

 該当事項はありません。 


